
































































































　「契約交渉段階での信義則上の義務については，【3 . 1 . 1 .09】（交渉を不当



























































































































































































































































































































































 　Canaris, a. a. O.（Fn.20）,S.302. カナーリスは，フランチャイズ契約を，有償事
務処理契約，雇用契約，用益賃貸借契約の混合契約とする。
 　Michael Martinek, Franchising, 1987 ; ders., Moderne Vertragtypen, 1992 ; ders., in 
: Staudingers Kommentar zum BGB, 13.Aufl., 1995, §675 Rn.D29.
　Walther Skaupy, Zu den Begriff “Franchise”“Franchisevereinbarungen”und















































（ⅲ ）連邦通常裁判所2006年 2月22日判決（NJW-RR 2006，776）［ヘル
ツ事件］





















































































































































































































































 　Eckhard Flohr, Franchising-Einkaufsvorteile und Kartellsrecht, BB2007, S. 6ff.
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第三款　まとめ
　学説においては，合意がない場合あるいは情報提供義務を排除する条
項がある場合にも情報提供義務を認める説が有力である。情報提供義務
の根拠を合意のみとするフロールも，委任の規定やフランチャイズ契約
の性質自体から情報提供義務を認めることは否定するが，販売報奨金等
について契約前に正しい情報を提供しなかったことを理由とする損害賠
償は認められると考える。
　合意がない場合あるいは情報提供義務を排除する条項がある場合に
も情報提供義務を認める際に，事務処理契約の規定を根拠とするハー
ガー，ギースラー，カナーリスは，フランチャイズ契約には，本部によ
る加盟店の事務処理契約の要素があることを重視している。そして，ド
イツ民法675条が適用され，同法666条（計算・報告請求）が適用され
る。ただし，同条の任意規定性を肯定すると，情報提供義務を契約で排
除することが可能となる。これについて，カナーリスは，加盟店は法
的・経済的に独立であり，購入のリスクは自身で負担することを前提と
しつつも，本部による加盟店の事務処理がフランチャイズの決定的な要
素であるので，それに基づいて認められるドイツ民法666条を排除する
契約条項は，不当条項として無効となるとする。
　フランチャイズ契約の性質を根拠とするベーナー，トイプナー，グル
ントマンは，ネット契約論を基礎に，本部の加盟店に対する高度な忠実
義務から情報提供義務を認めている。これについて，事務処理契約の規
定を根拠とする立場からは，ネットワーク責任といった不明確な新しい
概念を介在させなくとも，法律の規定から端的に義務を導き出すことが
可能であるとの批判がある。
第四節　ドイツ法の状況のまとめ
　本部がメーカーから受け取る販売報奨金等についての情報提供義務の
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根拠として，信義則，契約条項，事務処理契約の規定，フランチャイズ
契約の性質が考えられる。判例においては，まずは当事者の合意である
契約条項の解釈によって情報提供義務が導き出せるかどうかが判断され
る。合意がない場合や情報提供義務を排除する合意がある場合には，判
例においては，信義則，事務処理契約の規定，フランチャイズ契約の性
質のいずれからも情報提供義務は認められないと判断されている。
　学説においては，情報提供義務が当事者の合意から導き出されること
が原則であるとしても，合意がない場合あるいは情報提供義務を排除す
る条項がある場合にも本部の加盟者に対する販売報奨金等についての情
報提供義務が認められうる場合があると考えられている。判例のように
合意がない場合には情報提供義務を認めないことになると，情報・交渉
力に欠け，立場としては弱い加盟店が不利になるので，そのような状況
を回避する必要性があるからである。
　合意がない場合や排除条項がある場合の情報提供義務について，ドイ
ツにおいても日本法と同様に，フランチャイズ契約を混合契約と考え，
その一要素である事務処理契約（委任契約）の規定を根拠として，情報
提供義務を導き出す説が有力である。しかしながら，フランチャイズ契
約をネット契約と考え，高度な忠実義務の一つとして情報提供義務を導
き出す説も主張されている。
　どちらの説においても，合意がない場合の情報提供義務は，契約の周
辺的な義務とされ，契約前の情報提供義務と連続的に捉えられている。
したがって，合意がない場合の情報提供義務の有無・内容決定の手法
は，契約前の情報提供義務の有無・内容決定の際にも利用可能であろ
う。
第四章　日本法への示唆
　フランチャイズ契約を締結する際に，相手方に対して必要な情報を提
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供すべき義務があることは判例においても学説においても認められてい
る。しかしながら，具体的にどの情報を提供すべきなのか，すなわち，
個々の情報提供義務の存否，いいかえると，交渉過程全体として与える
べき情報提供義務の内容について，明確にはなっていない。交渉過程に
おける情報提供義務の内容を画定する際にはいくつかの要素が考慮さ
れ，その一つの要素として「契約の性質」がある。契約が未だ成立しな
い段階での「契約の性質」を明確にするために，合意がない場合の情報
提供義務の内容画定の手法が参考となる。なぜなら，契約締結前の情報
提供義務も，合意がない場合の契約成立後の情報提供義務も，当事者の
合意そのものから発生するのではなく，契約に付随する義務として発生
するからである。
　フランチャイズ契約成立後の情報提供義務については，日本法におい
ては，フランチャイズ契約を混合契約として捉え，混合契約の一要素と
しての委任契約の規定を根拠としている。一方，ドイツ法においても同
様に解されている説が有力である。しかしながら，日本法においても，
ドイツ法においても，フランチャイズ契約を独自の契約類型として捉
え，フランチャイズ契約自体の性質から，情報提供義務が導き出される
という主張もなされている。
　フランチャイズ契約を混合契約と考え，そこに含まれる規定を根拠と
して情報提供義務（報告義務）を導き出すという手法を採った場合，契
約成立後の，合意には含まれていない情報提供義務だけではなく，契約
交渉過程の情報提供義務も導き出すことが可能となるかもしれない。な
ぜなら，契約交渉過程においては，未だ契約は成立していないのである
が，成立させようとする契約が委任契約の要素をもった契約であること
の大まかな予想が立てば，委任契約に含まれる報告義務が課される予想
が立つからである。これは，各当事者間に情報・交渉力に較差のあるフ
ランチャイズ契約であればなおさらである。ドイツ法において主張さ
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れているように，法律上の規定の重要な基礎的思考から外れる規定につ
いて排除する合意がその後に成立した契約に含まれていたとしても，当
該合意は無効となる可能性が高いからである。
　これに対して，フランチャイズ契約を独自の契約，たとえばネット契
約と考え，ネット契約の性質自体から情報提供義務を導き出すという手
法を採った場合，契約成立後の情報提供義務を導き出すことは可能だ
が，契約交渉過程の情報提供義務を導き出すことは難しいと思われる。
なぜなら，ネット契約と言えるまでの性質をもっているかどうかという
ことは，交渉が終わって実際に契約が成立しないとわからないという面
があるからである。たとえば，形態としてはフランチャイズの形態を
取っているが，関係者間の協調性が多くは求められていない契約が結果
として生じた場合には，高度な忠実義務のない契約が成立したと考えら
れるからである。
　フランチャイズ契約の情報提供義務の有無を判断する際に考慮される
「契約の性質」というのは，混合契約としての性質であり，その中に含
まれる典型契約の権利義務関係であると考えるのが良いのではないかと
思われる。そうであるならば，契約交渉過程と契約成立後の情報提供義
務を統一化する考えが主流であるフランチャイズ契約に限られる話では
あるが，契約交渉過程において考慮される「契約の性質」も，その後に
成立するであろう典型契約（あるいはその組み合わせである混合契約）
と言えるのではないか。
［付記］
本稿は，平成23年度科学研究補助金（若手研究課題番号22730069）の
助成による研究成果の一部である。
 
 　契約への介入の根拠として，情報・交渉力の較差を挙げるものとして，角田
美穂子「消費者契約法の私法体系上の独自性」NBL958号（2011）20頁。
